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京大東アジアセンターニュースレター   第 426号   






○ カンボジア短信 ： ２０１２年６月上旬 









時  間： 2012年7月17日(火) 16：30－18：00 
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館・地下１階みずほホール  








主な研究業績には『中国女性の就業行動―「市場化」と都市労働市場の変容』（慶應義塾大学出版会）、“The Lewisian Turning 
























     討論点：なぜ東アジアに向かわざるを得ないのか？ 
     －財政再建と官製金融そして経済成長と人口問題－ 
 
2012年 5月 19日(土)15時  京都会場：京都大学法経総合研究棟８階リフレッシュルーム 
2012年 7月 21日(土)15時  東京会場：京都大学東京オフィス(品川インターシティＡ棟) 
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                                                             小島正憲 
                                                                                                  




公共事業運輸省の長官 Va Sim Sorya氏は、中国から最大 6億ドルの投資を行うプロジェクトについて言及した。カ




















Yin Sophy さん 27歳、Sok Kunthea さん 25歳、そして Yin Sophea さん 21
歳と Yin Sophea さん 20 歳の 4 人は、就業斡旋業者に高収入を約束されて
2011 年 10 月に中国に渡った。4 人は昨日、コミュニティ法的教育センターと
カンボジア大使館が仲介に入ったことによって本国へと送還された。昨日プノ
ンペンに到着し、被害者の Yin Sophea さんは他の人が同じ間違いをしないようにと警告した。「お願いします、カンボ
ジアの人たち。斡旋業者をあっさり信じないでください」と彼女は話した。 




























リーバイスや GAPの製品を作っている首都 SL衣料品加工の工場で勃発したストライキの件などをめぐって GMAC
とC.CAWDUは、ここ数ヶ月の間、議論を交わしている。「GMACや雇用主たちがC.CAWDUに関してどう考えていよ
うと、私達はパートナーであるので、覚書にサインしてともに実行していきたいと考えている。もし C.CAWDUが覚書の
メンバーでないのなら、この覚書を評価しない組合も多く出てくるでしょう」、と Ath Thorn氏は話す。 



















ている。さらに、「去年はおよそ 33 億 US ドルもの衣料製品を輸出し年間 10 パーセントの成長を経験したカンボジア
































カンボジア労働者組合連盟の代表者である Huy Sambath 氏は、労働者代表と組合代表、会社代表と労務省役員
は、22の要求項目について会社側が同意するまで、約 4時間に渡る交渉を行った、と述べた。「あと 4つの項目につ
いて、私たちは仲裁審議会に解決の要求をするつもりです。この中には、残業の際の 1 ドルの食費や、交通費・住居
費に充てる月 15 ドルの支給、そして勤労ボーナスに 15 ドルと、賃金として 70 ドルの支給が含まれています」と述べ
た。 
 
６．Chiang Sou undergarments工場にて、200人規模のストライキ  ６／１３ 
コンポンスプーにある Chiang Sou工場(肌着)で働く約 200人の労働者が、労働条件の改善を求めてストライキを起
こし、次の日には経営側と数時間にわたって交渉を行う事となったが、交渉は実らず結局、解決へと至らなかった。 
労働者側が提示した 13 もの要求項目について経営陣がひとつも承認しなかった事を、カンボジアの自由労働組
合の役員である Than Thol 氏は明らかにした。そして「私は労働者の支援を続けます」と昨日彼は述べた。州の労働
事務所の理事を務める Chek Borin氏は、「第２回目の交渉のために今日会合を行う予定である」と述べた。 
 
７．カンボジアアパレル労働者民主組合連盟(C.CAWDU)が受賞  ６／１２ 
カンボジアアパレル労働者民主組合連盟(C.CAWDU)は、「労働者の権利を普及させた功績が称えられて、国際
的な賞を受賞した」と記者会見で発表した。 





                                                                   以上 
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                                                             小島正憲 
 
１．１万チャット札発行 
ミャンマー中央銀行が 6月 15日、１万チャット札を発行した。ただし今回の 1万チャット札が量的にどれだけ発行さ
れているかは未だに発表なし。 
1 万チャット札発行後の結果として金製品などの物価が上がってくる見通し。現政権が 1 万チャット札を発行したの
で、基本的に物価が上がってくる見通しだと経済専門家が見ている。同時に為替相場も、5千チャット札が発行された
ときは１USドル＝1300チャットまで下がってしまったので、今回の一万チャット札発行後も1US㌦＝1000チャットまで、
チャット安になるとみている。現実に、１5 日に一万チャット札を発行すると発表した６/８には、1US ㌦＝834 チャットだ
ったが、６/27現在では 1US㌦＝864チャットになってきている。今後もチャット安が続くと見込まれている。 












輸入のため、US ドルを買おうとする人が増えており、US ドルのレートが日に日に上がってきている。1 万チャット札発
行前後の為替レートは以下の通り。 








今回の問題は ラカイン州のキャウ・ニー・モー村のある仏教徒の女性に、イスラム教の男性 3 人が暴行をしたこと
から始まった。6月 18日には裁判で、その 3人の内 2人に対して死刑判決を下った。残り 1人の容疑者については、
判決が出る 1週間前に刑務所内で自殺をした。 
















































































































１７．９月ごろには、20 万チャット以下の携帯 SIM カードが販売開始。うわさでは、8 万チャットで入手可能となるとい
う。 































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
12月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
4月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011年 9.2            
1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 








されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
